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まえがき 
 

本手引きは、千葉市都市局建築部にて発注する建築工事において契約締結時から工事完成

までの間に提出する書類の様式及び記入方法並びに工事施工及び完成検査に関わる主な留意

点等を掲載しており、次のとおり構成されております。 

 

第１章（契約関係書類） 
受注する際に必要な提出書類の一覧、契約、請求、検査及

び竣工時に提出する書類の作成上の注意事項等 

第２章（工事関係書類） 
建築工事及び設備工事において、受注後及び竣工時に提出

する書類の作成上の注意事項等 

第３章（工事関係書類） 
設備工事において、第１章及び第２章の記載事項以外に必

要な書類の作成上の注意事項等 

 

本手引きは、提出する際の一応の目安とし、詳細な事項については関係図書を一読してい

ただき、不備のないようお願いいたします。 

なお、内容等につきましては、状況に応じ、随時、改定更新されることがありますので、

ご留意をお願いいたします。 

 



 

 

提出書類一覧表 

凡 

例 

執 千葉市工事執行規則 

下 千葉市下請負の適正化に関する指導指針 

社 社内検査実施指導要領 

リ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法） 

特 千葉市特定建設工事共同企業体取扱要綱 

Ｖ 千葉市契約後ＶＥ方式試行要領 

 

１ 契約締結時 

№ 提出書類 提出期日 
提出 

部数 
様式 提出先 

様式 

配付課 
備  考 

1 工事請負契約書 
落札決定後 

速やかに 
2部 

千葉市 

指定様式 
契約課 契約課 

1部返却。 

契約日は契約の保証を付した日 

2 

中間前金払と 

部分払の選択に 

係る届出書 

落札決定後 

速やかに 
1部 様式第2号 契約課 契約課 部分払いがある場合のみ 

3 
建設共同企業体 

協定書 

落札決定後 

速やかに 
1部 特様式第2号 契約課 契約課 共同企業体（JV）のみ 

4 
現場代理人等 

通知書 

落札決定後 

速やかに 
1部 執様式第4号 契約課 契約課 

建設業法第 26 条第 1 項該当工事 

は主任技術者を、同条第2項該当

工事で下請金額 5,000 万円以上

（建築一式工事の場合は、8,000

万円以上）については監理技術者

を記載する。 

5 

主任技術者等 

通知書 

（工場製作用） 

落札決定後 

速やかに 
1部  契約課 契約課 

特記仕様書に工場製作の定めがあ

る場合のみ。 

6 

説明書（建設リサ

イクル法第 12 条

第1項）（※） 

落札決定後 

速やかに 
1部 リ 

工事 

担当課 

契約課 

または 

建築 

指導課 

別表等含む。 

建設リサイクル法対象工事を受

注した場合のみ適用。 

（※）契約締結前に提出します。 

「ちば電子申請サービス」を活用

したオンラインでの届出も可能。 

建設工事に係る

資材の再資源化

等に関する法律

第13条の規定に

基づく書面 

落札決定後 

速やかに 
1部 リ 

工事 

担当課 

契約課 

または 

建築 

指導課 

7 
工事請負契約 

保証関係書類 

落札決定後 

速やかに 
1部  契約課  

100 万円未満の工事･独占事業等

は除く。 

 



 

 

２ 契約締結後 

№ 提出書類 提出期日 
提出 

部数 
様式 提出先 

様式 

配付課 
備  考 

1 契約図書 
契約後 

速やかに 
1部 

配布図面 

使用 

工事 

担当課 

工事 

担当課 

現場説明事項書･質問回答書が有

る場合は含む。A4版に製本。 

2 

契約工程表 
契約後 

14日以内 

1部 
様式任意（建築

向参考有） 工事 

担当課 
 工事名称･工事場所･工期が必要。 

1部 
様式任意（設備

向参考有） 

請負代金内訳書 
契約後 

14日以内 
1部 様式任意 

工事 

担当課 
 

材料費、労務費、法定福利費、

安全衛生経費並びに建設業退

職金共済契約に係る掛金を明

示する。 

3 着工届 工事着手日 1部 執様式第6号 
工事 

担当課 
契約課  

4 
個人情報管理 

責任者等報告書 

契約後 

速やかに 
2部 

様式任意 

（参考有） 

工事 

担当課 
 

契約約款特記に記載のある場合の

み提出。 

契約図書（正・副）に綴じる。 

５ 

建設業退職金 

共済制度の 

掛金収納書 

契約後 

1月以内 
1部 別紙様式1 

工事 

担当課 
契約課 

 
共済証紙を購入 

しない又は購入 

遅延の理由書 

契約後 

1月以内 
1部 別紙様式2 

工事 

担当課 
契約課 

6 社内検査員届 
検査員決定 

後速やかに 
1部 

社様式第1号 工事 

担当課 

技術 

管理課 

請負金額1億円以上又は工事担当

課長が認めた工事。 社様式第2号 

7 工事実績情報 
契約後 

10日以内 

1部 

(写し) 
コリンズ 

工事 

担当課 
 

請負金額500万円以上の工事。 

登録内容確認システム使用 

8 VE提案書  1部 
Ｖ様式第1号 

～第4号 

工事 

担当課 

技術 

管理課 

提案のある場合のみ、監督職員と

協議のうえ、工程等に支障のない

時期までに提出。 

9 工事関係書類  1式  
工事 

担当課 
 工事関係書類リストによる。 

 

３ 前払金（中間前払金）請求時 

№ 提出書類 
提出 

部数 
様式 提出先 

様式 

配付課 
備  考 

1 公共工事等前払金申請書 1部 様式第1号 
工事 

担当課 
契約課 

前払金の支払いは契約時の条件に

よる。 

2 認定請求書 1部 様式第3号 
工事 

担当課 
契約課 中間前払金を請求する場合 

3 請求書 1部 
様式任意 

（参考有） 

工事 

担当課 
  

4 前払保証証書 1式  
工事 

担当課 
 保証証書、約款を提出。 

  



 

 

４ 部分払請求時 

№ 提出書類 
提出 

部数 
様式 提出先 

様式 

配付課 
備  考 

1 工事一部履行届 1部 
執様式第8号 

の2 

工事 

担当課 
契約課  

2 請求書 1部 
様式任意 

（参考有） 

工事 

担当課 
  

3 工事関係書類 1式  
工事 

担当課 
 工事関係書類リストによる。 

 

５ 中間技術検査時 

 
提出書類 

提出 

部数 
様式 提出先 

様式 

配付課 
備  考 

1 工事関係書類 1式  
工事 

担当課 
 工事関係書類リストによる。 

 

６ 竣工時 

 
提出書類 

提出 

部数 
様式 提出先 

様式 

配付課 
備  考 

1 完成通知書 1部 執様式第8号 
工事 

担当課 
契約課  

2 修補完了届 1部 
執様式第 14

号 

工事 

担当課 
契約課  

3 
工事目的物の（全部・一部） 

引渡書 
1部 

執様式第 15

号 

工事 

担当課 
契約課  

４ 請求書 1部 
様式任意 

（参考有） 

工事 

担当課 
  

５ 工事実績情報 
1部 

(写し) 
コリンズ 

工事 

担当課 
 

請負金額500万円以上の工事。 

登録内容確認システム使用 

６ 工事関係書類 1式  
工事 

担当課 
 工事関係書類リストによる。 

 

７ 変更時 

 
提出書類 提出期日 

提出 

部数 
様式 提出先 

様式 

配付課 
備  考 

１ 
現場代理人等 

変更通知書 

変更発生後 

2週間以内 
1部 

執様式第4号 

の2 
契約課 契約課 

現場代理人、主任技術者、監理技

術者の変更通知書の提出時には、

新たな現場代理人等通知書が必

要。 

２ 
社内検査員 

変更届 

変更発生後 

速やかに 
1部 

社様式第3号 工事 

担当課 

技術 

管理課 

 

社様式第2号 

３ 
契約変更 

関係書類 
事由発生時 2部 執様式第7号 契約課 契約課 

工期延期届、変更工程表等は工事

担当課へ提出。 

４ 工事実績情報 事由発生時 
1部

(写し) 
コリンズ 

工事 

担当課 
 

請負金額500万円以上の工事。 

登録内容確認システム使用 

  



 

 

８ 認定後 

№ 提出書類 提出期日 
提出 

部数 
様式 提出先 

様式 

配付課 
備  考 

1 受領書 認定後 1部  指定様式 契約課 契約課 
契約保証が銀行等保証の場合、認

定書の写しと一緒に提出 

2 
契約保証金 

還付請求書 
認定後 1部 指定様式 契約課 契約課 

契約保証が契約保証金の納付（現

金）の場合、認定書の写しと一緒

に提出 

 



 

 

凡 

例 

○  書類の提出が必要であることを示す。 

●  その時点までの書類を整理提出することを示す。 

△  補助事業は書類の提出が必要であることを示す。 

□  特記によることを示す。 

 

９ 工事関係書類リスト 

№ 提出書類 
提出 

部数 
提出先 

締 

結 

後 

部 

分 

払 

中間 

技術 

検査 

竣 工 

備  考 
1億円 

以上の 

工事 

1億円 

未満の 

工事 

1 

施工計画書 1部 
工事 

担当課 
 ● ● ○ ○ 

 

納入仕様書 2部 
建築 

設備課 
 ● ● ○ ○ 

設備工事のみ。 

2 

定期工事 

報告書 
1部 

工事 

担当課 
● ● ● 

建築 

○※1 

建築 

 

※1 工事の工期が 150 日以上の場

合のみ提出する。 

※2補助事業又は総括監督員の指示

があれば提出する。 

※3統括監督員の指示があれば提出

する。 

設備 

△※3 

設備 

△※3 

施工報告書 1部 
工事 

担当課 
   

建築 

○ 

建築 

○ 

設備 

△※2 

設備 

△※2 

3 

安全訓練等 

の実施内容 

報告書 

1部 
工事 

担当課 
   ○※4 ○※4 

※4 監督員の指示があれば提示す

る。 

安全訓練等 

の実施状況 

報告書 

1部 
工事 

担当課 
   ○※4 ○※4 

4 
下請業者 

関係書類 
2部 

工事 

担当課 
● ● ● ○ ○ 

契約課書式 

 

5 

社内検査 

報告書 
1部 

工事 

担当課 
 ● ● ○  

 

品質確認書 1部 
工事 

担当課 
 ● ● ○  

技術管理課書式 

6 
工事記録 

写真 
1部 

工事 

担当課 
 ● ● ○ ○ 

電子データでの提出が困難な場合

のみ 

7 試験成績書 1部 
工事 

担当課 
 ● ● ○ ○ 

 

8 出荷証明書 1部 
工事 

担当課 
 ● ● ○ ○ 

公共建築（木造）工事標準仕様書及

び公共建築改修工事標準仕様書に

おいて監督職員に提出が必要と定

められている材料 

 



 

 

№ 提出書類 
提出 

部数 
提出先 

締 

結 

後 

部 

分 

払 

中間 

技術 

検査 

竣 工 

備  考 
1億円 

以上の 

工事 

1億円 

未満の 

工事 

9 
再資源化等 

報告書 
1部 

工事 

担当課 
○   ○ ○ 

建設リサイクル法対象工事を受注

した場合のみ必要。 

建築指導課書式 

10 
発生材処理 

報告書 
1部 

工事 

担当課 
 ● ● ○ ○ 

技術管理課書式 

11 
納品書（写

し） 
1部 

工事 

担当課 
 

△

※5 

△ 

※5 
△※5 △※5 

※5工事写真等により搬入状況を把

握できる場合は省略可能。 

12 協議記録書 1部 
工事 

担当課 
   ○ ○ 

 

13 
完成図・ 

完成写真 
1式 

工事 

担当課 
   □ □ 

 

14 
保全関係 

書類 
1部 

工事 

担当課 
   ○ ○ 

各種保証書、仕上表、主要な材料・

機器一覧表、保全情報システム入力

シート等。 

15 

創意工夫等 

に関する 

実施状況 

1部 
工事 

担当課 
   ○ ○ 

該当する項目がある場合のみ 

16 
官公署申請 

書類 
1部 

工事 

担当課 
 ● ● ○ ○ 

 

17 
VE提案 

1部 
工事 

担当課 
   □ □ 

採用された場合のみ技術管理課書

式 

 
※情報共有システムを利用する工事については、試行期間中は一部の書類を協議により従来通り

書面での提出とすることも可能とします。また、原本が紙媒体のものについて、必ずしも電子

データ化する必要はありません。
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第１章 契約関係書類 
 

第１ 契約締結時 
 

１ 契約締結時の書類作成上の注意事項 
（１）主任技術者は、建設業法施行令第２７条第２項（同一の建設業者が密接な関係にある

工事を同じ場所、又は近接した場所で施工する場合）に該当する以外は、他の工事現場

の主任技術者を兼ねることができません。 

監理技術者にあっては、特記仕様書に兼任することができる旨の記載がある場合を除

き、他の工事現場の監理技術者又は主任技術者を兼ねることができません。 

 

（２）中間前払金の金額は、請負代金額の１０分の２以内です。また、中間前払金を支出し

た後の前払金の合計額は、請負代金額の１０分の６を超えられません。 

 

（３）部分払の対象となる建設工事の契約締結時には、中間前金払と部分払のいずれかを選

択します。なお、その選択については、その後において変更はできません。契約締結時

に、部分払を選択した場合は中間前金払の請求はできません。 

 

（４）中間前金払の請求手続きの流れは以下のとおりです。 

千 葉 市 

契 約 課 

 

工事担当課 

受注者 

（請負人） 

金融機関 保証事業会社 

ア 
 

イ 
 

ウ 

カ 

キ中間前払金の

請求及び支払 

キ 

 

オ エ 

契約等 
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ア 受注者（根拠となる法令・基準等に基づく場合は「請負人」と呼ぶ場合があります。

以下同様。）は、契約締結時に中間前金払と部分払のいずれかを選択するため、「中間

前金払と部分払の選択に係る届出書」（様式第２号）を契約課へ提出してください。

【部分払の対象となる建設工事のみ】 

イ 受注者は、中間前払金を請求しようとするときは、支払要件を認定するために「認定

請求書」（様式第３号）を工事担当課へ提出してください。 

ウ 工事担当課は、「認定請求書」（様式第３号）が提出され認定するときは、「認定調

書」（様式第４号）を２部作成し、１部を保管し他の１部を受注者に交付します。 

エ 受注者は、ウにより「認定調書」（様式第４号）の交付を受けたときは、その「認定

調書」（様式第４号）を添えて保証事業会社に中間前払金保証の申込みをしてくださ

い。 

オ 保証事業会社から受注者へ保証証書が発行されます。 

カ 受注者は、「公共工事等前払金申請書」（様式第１号）に保証証書と請求書を添えて、

工事担当課へ中間前払金を請求してください。 

キ 中間前払金の請求を受けた日から１４日以内に、請負人の指定する金融機関に中間

前払金の振込みを行います。 
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２ 工事請負契約書 
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３ 中間前金払と部分払の選択に係る届出書 
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４ 現場代理人等通知書 

 

契約課において記入します。 
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５ 建設リサイクル法の規定に係る書類 
「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（以下「建設リサイクル法」という。）に

基づき、特定建設資材を使用した一定規模以上の建設工事を受注した場合は、以下の書類を提

出してください。 

 

（１）対象となる建設工事 

工事の種類 規模の基準 

建築物（※１）の解体 延床面積   ８０㎡以上 

建築物の新築・増築 延床面積  ５００㎡以上 

建築物の修繕・模様替（リフォーム等） 工事金額   １億円以上 

その他の工作物（※２）に関する工事（土木工事等） 工事金額 ５００万円以上 
（※１） 建築物とは土地に定着する屋根及び柱若しくは壁を有するもの（中略）（建築基準法第

２条第１号） 
（※２） 工作物とは道路･橋･トンネル等及び木材･石材･鋼材等の加工組立工作物等 

ア 杭打工事は、その他の工作物に関する工事（土木工事等）となります。  

イ 建築物の設備工事は、建築物の修繕・模様替（リフォーム等）となります。  

ウ 建築物のない公園等の設備工事は、その他の工作物に関する工事（土木工事等）

となります。 

 

（２）対象となる建設資材（特定建設資材） 

ア コンクリート 

イ コンクリート及び鉄からなる建設資材 

ウ 木材 

エ アスファルト・コンクリート 

 

（３）届出等 

「建設リサイクル法」対象工事を受注した方は、「建設リサイクル法」の規定により、

契約時においては、以下の届出等が義務付けされます。 

 

 

ア 説明書（建設リサイクル法第１２条第１項） 

（ア）請負業者から発注者への書面による説明等 

ａ 発注者へ契約締結前に以下の事項について説明することが必要となります。

入札等の終了後速やかに、別添の「説明書（別表等を含む）」にて工事担当監督職

員に説明してください。 

ｂ 説明等が必要な事項 

（ａ）解体工事の場合は、解体する建築物等の構造 

（ｂ）新築工事等の場合は、使用する特定建設資材の種類 

（ｃ）工事着手の時期及び工程の概要 

（ｄ）分別解体等の計画 

（ｅ）解体工事の場合は、解体する建築物等に用いられた建設資材の量の見込み 

イ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 13 条の規定に基づく書面 

（ア）工事請負契約書への「分別解体等の方法」等よる説明等 

ａ 工事請負契約書に以下の事項の記載が必要となります。 

（ａ）分別解体等の方法 

（ｂ）解体工事に要する費用 

（ｃ）再資源化等をするための施設の名称及び所在地 

（ｄ）再資源化等に要する費用 

契約締結前に説明が必要です。 
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ｂ 上記事項の記載には請負った建設工事の種類に応じて、別添の「建設工事に係る

資材の再資源化等に関する法律第 13 条の規定に基づく書面」を使用し、ア（ア）

の「請負業者から発注者への書面による説明等」の際に、工事担当監督職員へ提出

してください。 

 

 

ウ 告知書 

（ア）下請契約の締結 

ａ 請負った建設工事について下請契約を締結する場合は、その規模に関わらず元

請業者と下請業者間で取交わす契約書についても、発注者と元請業者間で取交わ

した事項と同様の記載が必要となります。 

ｂ 元請業者が工事の全部又は一部を他の建設業者に請負わそうとするときは、別

添の告知書にて「分別解体等の計画」等を告知してください。 

 

 

エ 再資源化等報告書 

（ア）再資源化等の完了後、元請業者から発注者へ完了報告が必要となります。 

 

６ 工事請負契約における契約の保証 
本市が発注する建設工事の契約にあたっては、契約金額の１０分の１以上の額の金銭的

保証がなされていないと契約することができません。 

また、低入札価格調査を実施した結果、調査の対象者と契約を締結しようとする場合は、

契約金額の１０分の３以上の額の契約の保証が必要となります。 

契約の保証については、落札時、契約担当者が「契約の保証に係る説明書」により説明し

ますので、工事請負契約書（案）を提出する際（入札等から１週間以内）に、契約の保証が

なされていることを証明する書類を提示又は提出してください。 

なお、契約金額が１００万円未満の工事又は鉄道、電気、瓦斯等その性質上独占となる

事業若しくは公益法人との契約の場合は、契約の保証を免除とする場合があります。 

契約変更に伴う取扱いは、第７ 変更時を参照してください。 

次の方法のうち、いずれかの区分を選択し、契約の保証を行います。 

 

（１）契約保証金の納付（以下「契約保証金」という。） 

ア 納入通知書により納付し、竣工後還付するものです。 

イ 契約保証金の納付を選択した場合は、あらかじめ、納入通知書の交付を申し出て、そ

の納入通知書により千葉市の指定金融機関に納入後「納入通知書兼領収書」の原本提

示の方法により確認します。原本は工事の竣工まで保管してください。 

ウ 工事完成後、認定書と一緒に「契約保証金還付請求書」を契約課へ提出してくださ

い。 

エ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたときの契約保証金は、地方自治

法第２３４条の２第２項の規定により、千葉市に帰属します。 

 

（２）契約保証金に代わる担保となる銀行等の保証（以下「銀行等保証」という。） 

ア 出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（昭和２９年法律第１９５

号）第３条に規定する金融機関である「銀行、信託会社、保険会社、信用金庫、信用金

庫連合会、労働金庫、労働金庫連合会、農林中央金庫、商工組合中央金庫、信用協同組

合、農業協同組合、水産業協同組合又はその他の貯金の受入れを行う組合」（以下「銀

行等」という。）の保証に係る保証書のことであり、保証書の提出を受け、竣工後契約

者を経由して当該銀行等に還付するものです。 

元請業者から下請業者へ告知します。 

第２章 第１１を参照します。 
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イ 担保の価値は、保証する金額となります。 

ウ 次に掲げる事項について、確認します。 

（ア）保証の相手方が「千葉市長」であること。 

（イ）保証の委託者が契約の相手方であること。 

（ウ）保証人がアに規定する銀行等であること。 

（エ）千葉市に対する保証債務を負担する旨の記載があること。 

（オ）保証債務履行請求の有効期間が保証期間経過後６ヶ月以上確保されていること。 

エ 工事完成後、保証書（保証変更契約書を含む）の返還が必要な場合は、認定書と一緒

に受領書を提出してください。保証書を交付しますので銀行等へ返還してください。 

オ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたときの有価証券は、地方自治法

第２３４条の２第２項の規定により、千葉市に帰属します。 

 

 

 

（３）契約保証金に代わる担保となる保証事業会社の保証（以下「保証事業会社」という。） 

ア 公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４

項に規定する保証事業会社の保証に係る保証書のことであり、保証書の提出を受けた

後、竣工後も還付せず保管します。 

イ 担保の価値は、保証する金額となります。 

ウ 次に掲げる事項について、確認します。 

（ア）保証の相手方が「千葉市長」であること。 

（イ）保証の委託者が契約の相手方であること。 

（ウ）保証人がアに規定する保証事業会社であること。 

（エ）千葉市に対する保証債務を負担する旨の記載があること。 

（オ）保証債務履行請求の有効期間が保証期間経過後６ヶ月以上確保されていること。 

エ 工事完成後の手続きはありません。 

オ 契約金額や工期が変更される場合は、契約の保証の変更が必要となる場合がありま

す。 

 

（４）公共工事履行保証証券（履行ボンド）による保証（以下「公共工事履行保証証券」とい

う。） 

ア 保険会社が交付する公共工事履行保証証券に係る証券のことであり、証券の提供を

受けた後、竣工後も還付しません。 

イ この証券の提出を受けた場合は、契約保証金は「免除」の扱いとなります。（千葉市

契約規則第２９条第２号） 

ウ 次に掲げる事項について、確認します。 

（ア）保証の委託者が契約の相手方であること。 

（イ）債権者（保証金の受取人、工事履行請求権者）が「千葉市長」であること。 

（ウ）保証人（保険会社）の記名押印（印刷済のものを含む。）があること。 

（エ）履行保証証券の保証契約基本約款、特約条項その他証券の記載事項により保証債

務を負担する旨の記載があること。 

エ 工事完成後の手続きはありません。 

 

（５）履行保証保険契約の締結（以下「履行保証保険」という。） 

ア 保険会社が交付する履行保証保険契約に係る証券のことであり、証券の提供を受け

た後、竣工後も還付しません。 

イ この証券の提出を受けた場合は、契約保証金は「免除」の扱いとなります。（千葉市

契約規則第２９条第１号） 

ウ 次に掲げる事項について、確認します。 

前払金のある場合のみ可能です。 
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（ア）保険契約者（申込者）が契約の相手方であること。 

（イ）被保険者が「千葉市長」であること。 

（ウ）保険会社の記名押印（印刷済のものを含む。）があること。 

（エ）保険契約が「定額てん補方式」であること。 

（オ）履行保証保険の普通約款、特約条項その他証券の記載事項により保険契約の内容

が適切なものであること。 

エ 工事完成後の手続きはありません。 

 

※参考  契約保証金欄の表示 

工事請負契約書の「７．契約保証金」は、保証区分により下表のとおり表示する。 

保 証 区 分 表           示  

現 金 納     入     額  

銀行保証、建設業保証 

履 行 ボ ン ド 

履行保証保険 

保証金額 

千葉市契約規則第２９条第２号により免除 

千葉市契約規則第２９条第１号により免除 

 

 

 

無
保
証 

１００万円未満 千葉市契約規則第２９条第５号により免除 

契約約款第４条抹消 

※２頁に捨印 

独占企業 

先行工事 

（工事のみ） 

公益法人 

千葉市契約規則第２９条第３号により免除 

契約日：契約の保証を付した日。ただし、無保証の場合は、入札（見積）日の翌開庁日

とする。 

 

７ 工場製作期間の監理技術者等の配置及び専任期間の取り扱い 
エレベータ等の工場製作を含む工事で、契約課ホームページでの発注状況、公告、設計図

書等で事前に工場製作期間について明記のあるもので、工場製作のみが行われる期間におい

ては、当該工場製作過程において同一工場内で他の同種工事に係る製作と一元的な管理体制

のもとで製作を行うことが可能であり、同一の監理技術者等がこれらの製作を一括して管理

することができる場合は、監理技術者等の専任配置を要しないものとしますので、次のとお

り書類を提出してください。 

 

８ 工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象に関する情報の通知 
落札者（随意契約の場合にあっては、契約の相手方）は、建設業法（昭和 24 年法律第 100

号）第２０条の２第２項の規定に基づき、工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象が発生

するおそれがあると認めるときは、落札決定（随意契約の場合にあっては、契約の相手方の

決定）から請負契約を締結するまでに、千葉市長に対して、その旨を当該事象の状況の把握

のため必要な情報と併せて通知してください。 
詳細は

（https://www.city.chiba.jp/zaiseikyoku/shisan/keiyaku/tuuti_koukitounieikyouwooyobosujouho

u.html）を参照してください。 

 

提出時期 提出書類 部数 提出課 

契約締結時 主任技術者等通知書（工場製作用） 各１部 契約課 

工事製作期間決定時 工場製作期間通知書 各１部 契約課 

工事製作中に工事製作期

間の変更があった場合 

工場製作期間変更通知書 各１部 契約課 

工場製作が終了し、現場施

工に切り替わる時 

現場代理人等通知書及び現場代理人等変更通知書 各１部 契約課 
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第２ 契約締結後 
 

１  契約締結後の提出書類作成上の注意事項 
（１）受注者は、契約締結後速やかに契約図書を作成して工事担当課に提出してください。 

 

（２）契約図書は、原則として、厚紙製本Ａ４版でタイプ打ち背表紙付き（黒表紙金文字打

込みも可）としてください。 

ただし、図面枚数が１０枚未満の工事は、タイプ打ちと背表紙を省くことができます。 

図面の枚数が多い場合は、１５０枚を目安に分冊し、通し番号を付けてください。 

 

（３）契約工程表は、契約締結後１４日以内に、参考様式に準じて作成し、監督職員の承諾

を受けてください。 

 

（４）請負代金内訳書は、契約締結後１４日以内に、材料費、労務費、法定福利費、安全衛生

経費並びに建設業退職金共済契約に係る掛金を明示したものを提出してください。様式

は任意とします。 

   また、特記仕様書で指定する工事については、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定「公

共建築工事内訳書標準書式」における細目別内訳書まで直接工事費に記載してください。 

 

（５）受注者は、工事に着手する前に、着工届を工事担当課に提出してください。 

 

（６）受注者は、契約約款の別記に「個人情報取扱特記事項」の記載がある場合のみ個人情

報管理責任者を設置し、個人情報管理責任者等報告書を２部作成し、1部を工事担当課へ

提出し、１部を工事請負契約書（副）へ綴じこんでください。 

 

（７）下請業者を使用する場合は、千葉市下請負の適正化に関する指導指針に基づき、契約

締結後原則として、１か月以内に、下請業者選定通知書を工事担当課に提出してくださ

い。 

下請業者選定通知書を提出後に、新たに下請業者と下請負契約を締結した場合、若し

くは下請負契約を変更した場合は、契約後２週間以内に、再度、下請業者選定通知書を作

成し工事担当課へ提出してください。 

 

（８）工事の一部を下請業者に請負わせたときは、施工体制台帳、作業員名簿、施工体系図、

再下請負通知書及びその添付書類等を下請業者選定通知書に添付して、工事担当課へ提

出してください。 

上記書類の提出後に、新たに下請業者と下請負契約を締結した場合、若しくは下請負

契約を変更した場合は、契約後２週間以内に、再度、下請業者選定通知書を作成し、変

更・追加後の施工体制台帳、作業員名簿、施工体系図、再下請負通知書及びその添付書類

等を添付して、工事担当課へ提出（変更・追加分のみ）してください。 

 

（９）「建設業退職金共済制度の掛金収納書」（別紙様式１）又は「共済証紙を購入しない又

は購入遅延の理由書」（別紙様式２）を、契約締結後１か月以内に、工事担当課に提出し

てください。電子申請方式による場合は第２ ５建設業退職金共済制度を参照してくだ

さい。 

 

（10）当初請負契約金額が１億円以上の工事又は１億円未満の工事であっても工事担当課長

が必要と認めた工事を請負うときは、社内検査員届を工事担当課に提出してください。 

（1１）工事関係書類の作成上の注意事項は、第２章及び第３章を参照してください。 
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２ 契約工程表 
工 程 表 

○○○○年○○月○○日 

工 事 名 千葉市○○○○○○○○新築工事 受注者 

工 事 場 所 千葉市○○区○○町○丁目○番○号 所在地又は住所 千葉県千葉市○○区○○町○丁目○番○号 

工 期 （自）○○○○年○○月○○日 （至）○○○○年○○月○○日 商 号 又 は 名 称 ○○○○株式会社 

現 場 代 理 人 ○○ ○○ 代 表 者 職 氏 名 代表取締役 ○○ ○○ 

 

年月 
 
工種 

    ○○○○年   ○○○○年 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

10 20 30 10 20 31 10 20 30 10 20 31 10 20 31 10 20 30 10 20 31 10 20 30 10 20 31 10 20 31 10 20 28 10 20 31 

着 工 準 備                                     

仮 設 工 事                                     

土 工 事              夏             年         

コンクリート工事                                     

型 枠 工 事                                     

鉄 筋 工 事                           末         

鉄 骨 工 事              季                       

組 積 工 事                                     

防 水 工 事                           年         

タ イ ル 工 事                                     

木 工 事              休                       

金 属 工 事                           始         

左 官 工 事                                     

建 具 工 事                                     

塗 装 工 事              暇             休         

内 外 装 工 事                                     

仕上ユニット工事                                     

清掃・後片付け                           暇         

竣 工 書 類 作 成                                     

 
備  考 

 
 

着工日 
○/○ 

        
竣工日 
○/○ 

 

監督職員と協議の上、記入します。 

 余裕期間を設定した

工事は、実工期の始期

を着工日とするため、

準備期間の始期も着工

日以降となる。 

 余裕期間を設定した工事は、実工期の

始期を着工日とする。 
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工 程 表 
○○○○年○○月○○日 

工 事 名 千葉市○○○○○○○○新築工事 受注者 

工 事 場 所 千葉市○○区○○町○丁目○番○号 所在地又は住所 千葉県千葉市○○区○○町○丁目○番○号 

工 期 （自）○○○○年○○月○○日 （至）○○○○年○○月○○日 商 号 又 は 名 称 ○○○○株式会社 

現 場 代 理 人 ○○ ○○ 代 表 者 職 氏 名 代表取締役 ○○ ○○ 

 

年月 
 
工種 

    ○○○○年   ○○○○年 

９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

10 20 30 10 20 31 10 20 30 10 20 31 10 20 31 10 20 28 10 20 31 

工
事
工
程 

着 工 準 備                      

○ ○ ○ ○ 設 備 工 事                      

○ ○ ○ ○ 設 備 工 事                      

○ ○ ○ ○ 設 備 工 事                      

○ ○ ○ ○ 設 備 工 事                      

○ ○ ○ ○ 設 備 工 事                      

機 器 取 付 ・ 調 整                      

清 掃 ・ 後 片 付 け                      

竣 工 確 認                      

申
請
検
査
日
程 

○ ○ ○ ○ 承 認 申 請                      

○ ○ ○ ○ 届 出                      

                      

○ ○ ○ ○ 検 査                      

機
器
制
作
日
程 

○○○○機器製作図作成・承認                      

○ ○ ○ ○ 機 器 制 作                      

工 場 検 査                      

                      
関
連
工

程 

                      

                      

 
備  考 

 
       

 

監督職員と協議の上、記入します。 

 余裕期間を設定した工事は、実工

期の始期を着工日とするため、準備

期間の始期も着工日以降となる。 
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３ 着工届 

 

監督職員と協議の上、記入します。 

監督職員と協議の上、記入します。 

着工日について 

原則として契約日(議会の議決を要する契約は、本

契約日)の翌日とします。 

余裕期間を設定した工事は、実工期の始期を着工日

とします。 

契約工期とします。 

(余裕期間を設定した工事の場合も同様) 
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４ 個人情報管理責任者等報告書 
 

 

個人情報管理責任者等報告書 
 

年  月  日  

 

（あて先） 千葉市長 

 

所在地又は住所                  

受注者 商 号 又 は 名 称                  

代 表 者 職 氏 名                   

（ 受 任 者 ）                  

 

 

    年  月  日締結の千葉市建設工事工事請負契約に係る個人情報の管理に関し、個

人情報取扱特記事項第３に基づき下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 工 事 名       

 

２ 工事場所       

 

３ 個人情報管理責任者  

職 名 氏 名 

  

 

４ 個人情報の保護に関する法律 

第２条第３項に規定する         有  ・  無 

個人情報取扱事業者の該当性 

 

工事請負契約約款の別記に「個人情報取扱特記事項」 

の記載がある場合のみ、報告が必要です。 

職名、氏名を記載します。 

また、複数の管理責任者を設置した場合、 

行を追加して記載します。 

監督職員と協議の上、記入します。 

個人情報取扱事業者とは、5,000 人分を超える 

個人情報を、紙媒体・電子媒体を問わず、 

データベース化してその事業活動に 

利用している者をいいます。 

３、４の事項に変更があった場合には、 

改めて本報告書の提出が必要となります。 
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５ 建設業退職金共済制度について 
（１）受注者は、工事請負契約締結後１ヶ月以内に、掛金収納書を貼付した建設業退職金共

済制度の掛金収納書（以下「報告書」という。）を工事担当課に提出してください。ただ

し、正当な理由により、共済証紙（以下「証紙」という。）を購入しないとき、又は購入

時期が遅延するとき及び契約額を増額変更したときに追加購入しないときは、建設業退

職金共済制度（以下「建退共」という。）別紙様式２により、その理由及び購入予定時期

を記載して申し出た場合は、この限りではありません。 

 

（２）受注者は、前項のただし書きの申出をした後証紙を購入、又は追加購入したときは、

報告書をその都度速やかに提出してください。 

 

（３）証紙の購入は、受注者が建設現場ごとに建退共対象労働者数と就労予定日数を的確に

把握し、必要な枚数を購入してください。（証紙は、払戻ができないので計画的に購入

してください。） 

把握が困難な場合は、勤労者退職金共済機構が定めた「共済証紙購入の考え方につい

て」次頁別表を参考としてください。ただし、この値は「労働者延べ就業予定数」の７割

が建退共制度の対象労働者であると想定して示されているので、当該値に（対象工事に

おける労働者の建退共制度加入率／７０％）を乗じた値を参考としてください。 

 

（４）受注者は、自ら雇用する建退共制度の対象労働者に係る証紙を購入して、当該労働者

の共済手帳に証紙を貼付してください。 

 

（５）受注者が工事の一部を下請に付した場合は、できる限り元請業者が下請業者の雇用す

る建退共対象労働者に係る証紙も合わせて購入して、現物により交付してください。証

紙の現物交付ができない場合は、この制度の趣旨を説明のうえ、掛金相当額を下請負代

金に算入し、下請業者が自ら証紙を購入して、当該労働者の共済手帳に証紙を貼付する

ように指導してください。 

この場合は、下請業者が購入した証紙の掛金収納書も報告書に貼付してください。 

 

（６）証紙の配布を受払い簿等により適切に管理してください。 

 

（７）下請業者の規模が小さく、建退共制度に関する事務処理能力が十分でない場合は、元

請業者に建退共制度の加入手続き、証紙の共済手帳への貼付等の処理を委託する方法が

あるので、できる限り下請業者の事務の受託に努めてください。 

 

（８）設計変更等により請負金額に変更が生じた場合、再提出等が必要となる場合がありま

すので、監督職員と協議してください。 

 

（９）「建設業退職金共済制度適用事業主工事現場標識」は、現場事務所の出入口等見易い

場所に掲示してください。 

 

（１０）電子申請方式の場合、勤労者退職金共済機構(以下、「機構」という)の電子申請専用

サイトを通じて退職金ポイントの購入や就労状況報告を作成してください。手続きの詳

細は機構のホームページ（https://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp/index.html）を参照して

ください。 

 

（１１）電子申請方式の場合、電子申請専用サイトにて発行される掛金収納書（電子申請方

式）を工事請負契約締結後 40 日以内に工事担当課に提出してください。 
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（１２）工事完成時において「建設業退職金共済制度掛金充当実績総括表」（以下「掛金充当

実績総括表」という。）に当該工事における掛金充当実績を記載し、工事担当課に提示し

てください。掛金充当実績総括表の作成に参照した書類等については、掛金充当実績総

括表と併せて工事担当課に提示してください。 

 

（１３）掛金充当実績総括表の様式については、機構が定めている様式に準じたものとして

ください。
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６ 共済証紙購入の考え方について 
下記は、総工事費に占める共済証紙代金の割合について、｢労働者延べ就業予定数」の７

割が建退共の被共済者であると仮定して算出したものである。 

したがって、これを実際に活用する際には、下記に、 

 
を乗じた値を参考とすること。 

 

工事種別 

 

総工事費 

建  築 設  備 

住宅・同設備 非住宅・同設備 屋外の電気等 機械器具設置 

1,000～ 9,999 千円 4.8 / 1,000 3.2 / 1,000 2.9 / 1,000 2.2 / 1,000 

10,000～ 49,999 千円 2.9 / 1,000 3.0 / 1,000 2.1 / 1,000 1.7 / 1,000 

50,000～ 99,999 千円 2.7 / 1,000 2.5 / 1,000 1.8 / 1,000 1.4 / 1,000 

100,000～499,999 千円 2.2 / 1,000 2.1 / 1,000 1.4 / 1,000 1.1 / 1,000 

500,000千円以上 2.0 / 1,000 1.8 / 1,000 1.1 / 1,000 1.1 / 1,000 

（注）総工事費とは、請負契約額（消費税相当額を含む。）と無償支給材料評価額の合計額

をいう。 

対象工事における労働者の加入率（％） 

７０％ 
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７ 建設業退職金共済制度の掛金収納書 

 

 掛金収納書には、発注者名、元請契約

の工事番号及び工事名を記入します。 
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８ 共済証紙を購入しない又は購入遅延の理由書 
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９ 社内検査員届 
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22 

 

１０ 工事実績情報の登録（登録内容確認書） 
請負金額５００万円以上の場合、契約締結後１０日以内に「工事実績情報システム（コリ

ンズ）」へ実績データを登録し、その証明となる資料「登録内容確認書（工事実績）」を提出

してください。 

 令和８年度からは、オンライン確認（登録内容確認システム）のみで運用します。監督職

員が登録内容確認システム上で確認結果を入力すると、当該システムから受注企業の担当者

へ通知が送信されます。 

 

登録内容は、総合評価落札方式の施工実績等の確認に使用します。構造・規模・面積・工事

部位・工事内容など可能な限り詳細に記載をお願いします。 

 

受注登録後、工期変更、配置技術者変更又は請負金額変更等があった場合の変更登録並び

に工事完成後に行う竣工登録が必要となります。竣工登録に係る登録内容については、あら

かじめ監督職員へ確認依頼を行い、検査完了時に確認結果を受領のうえ、速やかに登録して

ください。 

 

 

余裕期間の設定されている工事については、以下の通り登録すること。 

・工期：契約工期 

・現場代理人及び技術者の従事期間：実工期 

 

工事実績情報システム（コリンズ）に関しては、一般財団法人日本建設情報総合センター

のホームページにてご確認ください。 

コリンズ・テクリスサイト  https://cthp.jacic.or.jp/ 

 

 

第２章 第２ 施工計画書を参照してください。 

https://cthp.jacic.or.jp/
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１１ 情報共有システム（試行） 
（１）情報共有システムの利用については特記仕様書によります。 

 

（２）特記仕様書により情報共有システムの利用が特記された場合（発注者指定型）、契約締

結後速やかに使用するシステムを発注者の承諾を得て決定し、受注者が契約を行ってくださ

い。契約締結後に受発注者協議により情報共有システムを利用することとなった場合（受注

者希望型）、協議完了後速やかに契約を行ってください。 

 

（３）情報共有システムの機能要件等の詳細については、「千葉市建築工事における情報共有

システム試行要領」によります。 

 

（４）情報共有システムの利用期限は、竣工後の検査期間等を考慮し、工期末の１か月後を

目安にしてください。 

 

（５）情報共有システムを利用する工事において、電子データで取り扱う書類は「電子納品

運用ガイドライン」によるほか、試行期間中は一部の書類を協議により従来通り書面での提

出とすることも可能とします。また、原本が紙媒体のものについて、必ずしも電子データ化

する必要はありません。 

 

（６）情報共有システムを利用した工事書類については、「電子納品運用ガイドライン」に基

づき、工事完成時に電子媒体（CD-R 等）により提出して下さい 

 

（７）情報共有システムを利用する工事において、検査は原則電子データを利用した検査と

します。受注者はシステムから電子データを移したパソコンを用意し、オフラインでの電子

検査ができるようにしてください。 

 

 

１２ ウィークリースタンス 
（１） ウィークリースタンスの実施についてはウィークリースタンス実施要領（建設局土

木部技術管理課制定）によります。 

詳細は（https://www.city.chiba.jp/kensetsu/doboku/gijutsukanri/weeklystance.html）

を参照してください。 
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第３ 前払金請求時 
 

１ 前払金（中間前払金）請求時の書類作成上の注意事項 
（１）前払金の対象工事は、１件の設計金額が３００万円以上の工事が対象となります。 

前金払いの有無は、入札通知に表示があります。 

 

（２）前払金の範囲は、当該工事の材料費、労務費、機械器具の賃貸料、機械購入費（当該工

事において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、

労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費です。 

 

（３）前払金の支払割合は、請負代金額（継続事業は出来高予定額）の４０％以内です。 

 

（４）公共工事等前払申請書を提出し、前払金額が決定し、通知を受けた場合は、保証事業

会社と当該工事の工期を保証期間とする保証契約を締結し、請求書、保証証書、約款を

市長に預け入れてください。 

 

（５）前払金の支払いを受けた時は、千葉市下請負の適正化に関する指導指針第８条第１項

１号に基づいて、下請業者に対しても、相応する額を現金で前金払するように努めてく

ださい。 

 

（６）設計金額３００万円以上、かつ、設計工期６０日間以上の工事について、次の支払要

件全てに該当した場合、中間前払金を支払うことが可能です。 

ア 支払要件 

（ア）既に前払金が支払い済みであること。 

（イ）工期が２分の１を経過していること。 

（ウ）工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされている当該

工事に係る作業が行われていること。 

（エ）既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が請負代金の２分の１以上の額に

相当するものであること。 
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２ 公共工事等前払金申請書 
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３ 請求書 
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４ 認定請求書 
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５ 工事履行報告書 
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第４ 部分払金請求時 
 

１ 部分払請求時の書類作成上の注意事項 
（１）部分払の対象工事は、以下の通りとなります。 

部分払の有無は、入札通知に表示があります。 

工種 対象要件 

建築、管、電気 １件の設計金額が１千万円以上かつ設計工期が１２０日以上 

上記以外 １件の設計金額が５千万円以上かつ設計工期が１５０日以上 

 

（２）部分払金の請求を行うときは、一部履行届を提出し、出来形検査を受検しますが、そ

れに先立ち、社内検査を必要とする工事は、社内検査実施指導要綱に基づいて社内検査

を行い、品質確認書に社内検査結果を記載した報告書（工種、検査項目、検査内容、手直

し状況等）を添えて工事担当課長に報告してください。 

 

（３）検査の結果、認定書により認定額が通知されますので、これに基づいて請求書を提出

してください。 

 

（４）部分払金の支払いを受けたときは、千葉市下請負の適正化に関する指導指針第８条第

２号に基づいて、下請業者に対して、相応する額を速やかに支払うように努めてくださ

い。 

 

（５）工事関係書類での出来形検査の対象となる部分については、第２章を参照のうえ整理

して提出してください。 

 

（６）部分払の対象となる建設工事の契約締結時には、中間前金払と部分払のいずれかを選

択します。なお、その選択については、その後において変更はできません。契約締結時

に、中間前金払を選択した場合は部分払の請求はできません。 
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２ 工事一部履行届 

 

監督職員と協議の上、記入します。 
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３ 請求書 
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第５ 中間技術検査時 
 

１ 中間技術検査時の注意事項 
（１）中間技術検査の対象は、当初請負金額が１億円以上かつ工期１８０日以上の工事、「千

葉市建設工事低入札価格取扱要領」に基づく調査において履行可能と判断し契約締結を

した工事又は工事担当課長が必要と認めた工事です。 

 

（２）中間技術検査の実施回数は、特記仕様書等に記載又は監督職員が指示します。 

 

（３）中間技術検査の受検時は、それに先がけ、社内検査を行い、品質確認書に社内検査結

果を記載した報告書（工種、検査項目、検査内容、手直し状況等）を添えて工事担当課長

に報告してください。 

 

（４）工事関係の提出書類については、第２章以降を参照してください。 
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第６ 竣工時 
  

１ 竣工時の書類作成上の注意事項 
（１）工事が竣工したときは、完成通知書を提出し、完成検査を受検しますが、それに先立

ち、社内検査を必要とする工事は、社内検査実施指導要領に基づいて社内検査を行い、

品質確認書に社内検査結果を記載した報告書（工種、検査項目、検査内容、手直し状況

等）を添えて工事担当課長に報告してください。 

 

（２）完成検査の結果、合格し認定書が交付されたときは、「工事目的の（全部・一部）引渡

書」及び「請求書」を工事担当課に提出してください。 

 

（３）工事関係書類は、第２章を参照のうえ整理して提出してください。 
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２ 完成通知書 

完  成  通  知  書 

 
 年  月  日 

（あて先）千葉市長 

 

       受注者 所 在 地 

           商号又は名称 

代表者職氏名          

 

下記工事は    年  月  日をもって完成したので工事請負契約書第３２条 

（第１項）に基づき通知します。 

 

1．工 事 名 

 

2．請負代金額 

 

3．契約年月日         年   月   日 

 

4．工   期  自      年   月   日 

 

至      年   月   日 

 

 

 

 

 

（注）本文の年月日は実際に完成した年月日を記載する 

 

監督職員と協議の上、記入します。 
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３ 工事目的物の（全部・一部）引渡書 

 

未記入で提出します。 

監督職員と協議の上、記入します。 
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４ 請求書 
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第７ 変更時 
 

１ 変更時の書類作成上の注意事項 
（１）契約書に記載された内容（契約の目的、契約金額、履行期限及び契約保証金等）に変更

が生じたときは、工事請負変更契約となりますので契約事務担当者の指示にしたがって

ください。 

 

（２）現場代理人、主任（監理）技術者に変更事項（住所、資格等）が生じたときは、事前に

工事担当課及び契約課と協議の上、２週間以内に変更通知書を契約課へ提出してくださ

い。 

なお、添付する書類は下記のとおりです。 

ア 新たな現場代理人等通知書 

イ 新たな主任（監理）技術者の資格を有する証明の写し 

 

（３）社内検査員に変更事項（住所、資格等）が生じたときは、速やかに、社内検査員変更届

を工事担当課へ提出してください。 
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２ 現場代理人等変更通知書 

 

・変更届出の際は、新たな現場代理人等通知書を提出します。 

契約課において記入します。 
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３ 社内検査員変更届 
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４ 工期延期届 

工 期 延 期 届 
 

年  月  日 

（あて先）千葉市長 

 

       受注者 所 在 地 

           商号又は名称 

代表者職氏名          

 
工事請負契約書第２２条（第１項）による工期の延長を下記のとおり請求します。 

 

記 

 

 
 

工  事  名  

契 約 年 月 日         年   月   日 

工     期 
自       年   月   日 

至       年   月   日 

延 長 工 期 
自       年   月   日 

至       年   月   日 

理     由 

 

 

監督職員と協議の上、

記入します。 

監督職員と協議の上、記入します。 
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変 更 工 程 表 
○○○○年○○月○○日 

工 事 名 千葉市○○○○○○○○新築工事 受注者 

工 事 場 所 千葉市○○区○○町○丁目○番○号 所在地又は住所 千葉県千葉市○○区○○町○丁目○番○号 

工 期 （自）○○○○年○○月○○日 （至）○○○○年○○月○○日 商 号 又 は 名 称 ○○○○株式会社 

現 場 代 理 人 ○○ ○○ 代 表 者 職 氏 名 代表取締役 ○○ ○○ 

 

年月 

 

工種 

    ○○○○年   ○○○○年 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

10 20 30 10 20 31 10 20 30 10 20 31 10 20 31 10 20 30 10 20 31 10 20 30 10 20 31 10 20 31 10 20 28 10 20 31 

着 工 準 備                                     

仮 設 工 事                                     

土 工 事              夏             年         

コンクリート工事                                     

型 枠 工 事                                     

鉄 筋 工 事                           末         

鉄 骨 工 事              季                       

組 積 工 事                                     

防 水 工 事                           年         

タ イ ル 工 事                                     

木 工 事              休                       

金 属 工 事                           始         

左 官 工 事                                     

建 具 工 事                                     

塗 装 工 事              暇             休         

内 外 装 工 事                                     

仕上ユニット工事                                     

清掃・後片付け                           暇         

竣 工 書 類 作 成                                     

 

備  考 

 

 
着工日 

○/○ 
      

契約変更日 

○/○ 
 

工期変更前 

竣工日 

○/○ 

工期変更後 

竣工日 

○/○ 

 

工期変更の場合 

変更前の工程…黒 

変更後の工程…赤 
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変 更 工 程 表 
○○○○年○○月○○日 

工 事 名 千葉市○○○○○○○○新築工事 受注者 

工 事 場 所 千葉市○○区○○町○丁目○番○号 所在地又は住所 千葉県千葉市○○区○○町○丁目○番○号 

工 期 （自）○○○○年○○月○○日 （至）○○○○年○○月○○日 商 号 又 は 名 称 ○○○○株式会社 

現 場 代 理 人 ○○ ○○ 代 表 者 職 氏 名 代表取締役 ○○ ○○ 

 

年月 

 

工種 

    ○○○○年   ○○○○年 

９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

10 20 30 10 20 31 10 20 30 10 20 31 10 20 31 10 20 28 10 20 31 

工
事
工
程 

着 工 準 備                      

○ ○ ○ ○ 設 備 工 事                      

○ ○ ○ ○ 設 備 工 事                      

○ ○ ○ ○ 設 備 工 事                      

○ ○ ○ ○ 設 備 工 事                      

○ ○ ○ ○ 設 備 工 事                      

機 器 取 付 ・ 調 整                      

清 掃 ・ 後 片 付 け                      

竣 工 確 認                      

申
請
検
査
日
程 

○ ○ ○ ○ 承 認 申 請                      

○ ○ ○ ○ 届 出                      

                      

○ ○ ○ ○ 検 査                      

機
器
制
作
日
程 

○○○○機器製作図作成・承認                      

○ ○ ○ ○ 機 器 制 作                      

工 場 検 査                      

                      
関
連
工

程 

                      

                      

 

備  考 

 

       

 

工期変更の場合 

変更前の工程…黒 

変更後の工程…赤 
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５ 請負工事等契約における契約の保証 
契約金額や工期に変更が生じた場合、契約の保証内容を変更する必要がある場合がありま

す。 

契約課から指示があった場合は、速やかに契約の保証内容の変更手続きを行ってください。 

 


